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一方，排出ガス中の粒子状物質 (Part iculate Matter 以下， PM)は
呼吸器系疾患等の増加が問題となっているとともに，PMを構成する
可溶性有機成分 (Soluble Organic Fraction 以下， SOF)は発ガン性 1 ) - 5 )



















は，  PMを構成するすす（以下， Soot）が不完全燃焼により凝集し
た炭素粒子として生成される。また SOFは，燃焼温度が低い領域に
おいて燃料や潤滑油の高沸点・高分子成分が未燃のままあるいは燃
焼中間生成物として排出される 9 ) 1 0 )。一方NOxは，燃料噴射量の多い
燃焼温度が高い領域において，空気中の窒素（以下，N2）の酸化に
より生成される一酸化窒素（以下， NO）を主体として排出される。  
このように排出ガス中の有害排気物質の健康や環境などへの影響
が懸念される中，機関定格出力 19kW 以上 560kW 未満の農業機械，
建設機械などのディーゼル特殊自動車（以下，特殊自動車）に対し，
2003 年 10 月に排出ガス規制が開始された。その試験方法として「デ
ィーゼル特殊自動車排出ガス試験（ 8 モード）11 )（ JIS B 8008-4:20091 2），
以下，D8 法）」及び「無負荷急加速黒煙試験 1 3 )（以下，FA 法）」が
用いられ，定常状態における一酸化炭素（以下， CO），全炭化水素
（Total  Hydrocarbons 以下，THC），NOx，PM 及び排気黒煙濃度（以
下，黒煙）とアイドリング回転速度から無負荷最高回転速度へ急加
速する過渡状態の黒煙が機関単体で測定されてきた。更に 2011 年か
ら 2013 年にかけて排気後処理装置の装着を前提とした PM の規制値
強化と THC から非メタン炭化水素（ Non-methane Hydrocarbons 以
下， NMHC）への規制変更が図られることとなり，試験方法につい
ても，これまでの D8 法及び FA 法に加え，Non Road Transient Cycle
モード法（ J IS B 8008-11:20081 4），以下，NRTC 法）が用いられるこ
とになり，過渡状態における CO，NMHC，NOx 及び PM が後処理装
置を装着した機関単体で測定されることになった。  






ことで，THC と高負荷時の CO を除き，耕うん時と再現運転時の排
3 
 
出ガス濃度が概ね同様となること 1 5 )や，トラクタの稼働実態調査結
果と D8 法では稼働状態が異なるため，今後のトラクタ排出ガス評
価方法の作成にあたり，より具体的な稼働状態等を検討する必要性
が示されている 1 6 )。  
トラクタ作業の稼働状態をふまえた排出ガスを評価するためには，



























第1章  序論 
 
1.1  研究の背景 
1.1.1  日本のディーゼル特殊自動車に対する排出ガス規制の動向 












実態調査委員会」を設置し， 3 年間の調査・検討を経て， 1995 年に
とりまとめた「未規制自動車からの排出実態調査結果」において，
特殊自動車から排出される排出ガスのうち，特に NOx 排出量は自動
車全体の約 3 割（農業機械は自動車全体の 2％）を占めることが示
されている 1 8）。  




特殊自動車の NOx 及び PM 排出量が多いため，特殊自動車を排出ガ
ス規制の対象にすること，当面軽油を燃料とする特殊自動車のうち
機関定格出力 19kW 以上 560kW 未満を対象とすること，低減を図る




試験方法などが示された 1 9 )。  
また， 2000 年 11 月には「今後の自動車排出ガス低減対策のあり
方について（第四次答申）」がとりまとめられ，目標達成時期を 2004
年から 1 年前倒しして 2003 年とすること，黒煙の試験方法や目標値
が示された 2 0 )。  
 この答申を受けた環境省の決定に伴い，国土交通省は道路運送車
両法の保安基準の一部を改正する等の諸整備を行い 2 1 )，定格出力
19kW 以上 560kW 未満の機関を搭載した公道を走行する特殊自動車




目告示）」において「D8 法」及び「 FA 法」となっている 2 2）。  
 一次排出ガス規制における排出ガス規制値 2 3 )を表 1-1 に示す。  
 
表 1-1 一次排出ガス規制における排出ガス規制値  
成分  試験法  
機関定格 出力（ kW）  
1 9≦  
＜ 37  
3 7≦  
＜ 75  
7 5≦  
＜ 13 0  
1 3 0≦  
＜ 56 0  
CO 
D8 法  
（ g/kWh）  
5 . 00  5 .00  5 .00  3 .50  
THC  1 .50  1 .30  1 .00  1 .00  
NO x  8 . 00  7 .00  6 .00  6 .00  
P M 0 .80  0 .40  0 .30  0 .20  
黒煙  D8 法（％）  4 0  4 0  4 0  4 0  
FA 法 （％）  4 0  4 0  4 0  4 0  
適用開
始時期  
新型車  2 0 03 .10 .1  2 0 03 .10 .1  2 0 03 .10 .1  2 0 03 .10 .1  
継続生産
車，輸入 車  2 0 04 .9 .1  2 0 04 .9 .1  2 0 04 .9 .1  2 0 04 .9 .1  
 
 
続いて，2003 年 6 月にとりまとめられた「今後の自動車排出ガス
低減対策のあり方について（第六次答申）」においては，機関定格出
力別に 2006 年から 2008 年にかけて，自動車全体に占める特殊自動









動車の新型車のうち，定格出力 130kW 以上 560kW 未満の機関につ
いては 2006 年 10 月より，同 19kW 以上 37kW 未満及び同 75kW 以
上 130kW 未満の機関については 2007 年 10 月より，同 37kW 以上
75kW 未満の機関については 2008 年 10 月より規制値が強化された
排出ガス規制（以下，二次排出ガス規制）が適用されることとなっ
た。  
 二次排出ガス規制における排出ガス規制値 2 3 )を表 1-2 に示す。  
 
表 1-2 二次排出ガス規制における排出ガス規制値  
成分  試験法  
機関定格 出力（ kW）  
1 9≦  
＜ 37  
3 7≦  
＜ 56  
5 6≦  
＜ 75  
7 5≦  
＜ 13 0  
1 3 0≦  
＜ 56 0  
CO 
D8 法  
（ g/kWh）  
5 . 00  5 .00  5 .00  5 .00  3 .50  
THC  1 .00  0 .70  0 .70  0 .40  0 .40  
NO x  6 . 00  4 .00  4 .00  3 .60  3 .60  
P M 0 .40  0 .30  0 .25  0 .20  0 .17  
黒煙  
D8 法（％）  4 0  3 5  3 0  2 5  2 5  
FA 法 （％）  4 0  3 5  3 0  2 5  2 5  
適用開
始時期  
新型車  2 0 07 .10 .1  2 0 08 .10 .1  2 0 08 .10 .1  2 0 07 .10 .1  2 0 06 .10 .1  
継続生産


























ては 2011年 10月より，同 56kW以上 130kW未満の機関については 2012





出ガス試験（ 8モード及びNRTC法） 2 6 )」及び「 FA法」となった。  


















表 1-3 三次排出ガス規制における排出ガス規制値  
成分  試験法  
機関定格 出力（ kW）  
1 9≦  
＜ 37 
3 7≦  
＜ 56 
5 6≦  
＜ 75 
7 5≦  
＜ 13 0 
1 3 0≦  
＜ 56 0 
CO 
D8 法及び  
NRTC 法  
（ g/kWh）  
5 . 0  5 .0  5 .0  5 .0  3 .5  
NMHC 0 .7  0 .7  0 .19  0 .19  0 .19  
NO x  4 . 0  4 .0  3 .3  3 .3  2 .0  
P M 0 .03  0 .02 5  0 .02  0 .02  0 .02  
黒煙  
D8 法（％）  2 5 2 5  2 5  2 5  2 5  
FA 法 （％）  2 5  2 5  2 5  2 5  2 5  
適用開
始時期  
新型車  2 0 13 .10 .1  2 0 13 .10 .1  2 0 12 .10 .1  2 0 12 .10 .1  2 0 11 .10 .1  
継続生産
















して，D8 法， FA 法及び NRTC 法が用いられている。  
D8 法は，建設機械，農業機械等の特殊自動車に対し国際的に使用
されている ISO の試験サイクル（ ISO8178-4 における C1 サイクル）
と同等であり，機関出力軸を動力計に接続した状態で ,機関回転速度，
機関負荷率の異なる 8 つの測定モードにおいて CO，THC あるいは
NMHC，NOx， PM 及び黒煙が測定される。  
D8 法の各測定モードにおける測定点及び重み係数（以下，WF）
を表 1-4 に示す。  
8 つの測定モードは，定格回転速度時における機関負荷率 100％，
75％，50％，10％の各状態，D8 法による試験前に予め原動機車載出





表 1-4 D8 法の測定点及び WF 
測定モー ド  機関回転 速度  機関負荷 率（％）  WF  
1  定格回転 速度  1 0 0  0 .15  
2  定格回転 速度  7 5  0 .15  
3  定格回転 速度  5 0  0 .15  
4  定格回転 速度  1 0  0 .10  
5  中間回転 速度※  1 0 0  0 .10  
6  中間回転 速度※  7 5  0 .10  
7  中間回転 速度※  5 0  0 .10  
8  アイドリ ング回転速度  0  0 .15  
計   1 . 00  
※中間回 転速度＝最大トルク時 回転速度  
（ただし 定格回転速度の 6 0％未満であった場合は定格 回転速度の 60％，同じ く 7 5％













データ記録方式，試験中の大気条件 ,試験後の実効 WF の検証などが
細かく規定されている。  




を把握することを目的に設計されたものでない。 J IS B 8008-4:2000























無負荷急加速黒煙試験の測定要領を図 1-1に示す。  
 



























Mobile Machinery global technical  regulation(以下，NRMM gtr）に規
定されている方法 3 2 )であり，機関出力軸を動力計に接続し，1秒毎に
機関回転速度及び機関負荷率が異なる過渡状態においてCO，NMHC，
NOx及び PMが測定される。NRTC法による測定時の機関回転速度及









293K（ 20℃）から 303K（ 30℃）の状態で暖機を行わずに試験を開始
する冷機状態試験，冷機状態試験終了後 20±1分間機関を停止させた
後に試験を開始する暖機状態試験の計 2回実施され，冷機状態試験の







































































 機関単体では，熱効率の向上を図りつつ PM と NOx を大幅に低減
するための燃焼法，燃焼改善技術の研究開発が行われてきた。特に
PM 低減には，混合気の希薄化（ λ の増大）を図り PM の前駆物質で
ある低級不飽和炭化水素や多環芳香族炭化水素の酸化を促進させる
ことが重要である。一方，NOx の主体であるサーマル NO の生成速
度は，ゼルドビッチ機構 3 3 )が示すように，温度増加により指数関数
的に増加し，また O2 分子や O 原子の濃度上昇とともに増加する。
そのため，燃焼温度を低下させることや混合気中の O2 濃度を低下さ












役立ち，ディーゼル機関ではその採用が進められている 3 5 )。  
 また，最近では 1.1.1.1 で述べた二次排出ガス規制，三次排出ガス
規制に対応するため，排出ガス再循環  (Exhaust  Gas Recirculation 以
下，EGR)システム 3 6 )やコモンレールシステム (Common Rail  System 

















噴射を含め 5回燃料が噴射されている例）を図 1-3に示す。  























































































1.1.3  トラクタの実作業と排出ガスに関する国内外の研究動向 
 日本国内におけるトラクタの実作業と排出ガスに関する研究とし
ては，坂井ら及び鄒らが， 1989 年から 1991 年に原動機，変速機及
び作業機を 1 つのシステムとして，作業能率や精度を維持しながら
低燃費作業を実現する制御方式を検討し，等燃費曲線や低燃費作業
のための最適運転曲線を提示するとともに 4 4 ) - 4 7 )，室内試験で得られ








作業における負荷状況を把握している 5 1 ) 5 2 )。また，積らが， 2003
年に耕うん作業における PTO トルク等の稼働実態を把握し，動力計
により耕うん時の PTO トルクを再現した排出ガスが THC と高負荷
時の CO を除き，耕うん時の排出ガスとほぼ同等となることや，運















実態 5 0 )とD8法による稼働状態が乖離していることを積らが 2008年
に示しているが，本研究ではアンケートによる感覚的な回答をもと
に検討しているため，仮定的な要素も多く，実機による具体的な稼
働実態の測定が不可欠であるとしている 1 6 )。  
 これらの他，小林らが， 2003 年にライフサイクルアセスメント
（ Life Cycle Assessment  以下， LCA）のため実作業時の排出ガスを
測定した事例 5 4 )や，野口らが，2008 年に機械化水稲生産のエネルギ



















た 5 6 ) 5 7 )。また，Wang らは， 1989 年に， Souza らは， 1999 年に，そ
れぞれ機関性能試験結果から最適な燃費となる条件の推定手法を提
案している 5 8 ) 5 9 )。このほか最近では，Grisso らが，2004 年及び 2008
年にトラクタの稼働条件に応じた燃費の汎用的な推定手法を示して








例えば，スウェーデンの Hansson らは，1999 年に複数のトラクタ
作業における実働負荷を測定し，これをもとに前述の ISO の試験サ
イクル（ ISO8178-4）における各モードに対し，新たな WF を求めて




率・機関回転速度の異なる 5 測定点， 50～ 75kW のトラクタに対応
した WF）の方が，D8 法に比べて平均的なトラクタ作業を包括した
実際の排出ガス量に近い評価ができることを示している 6 3 )。  
 スウェーデンの Lindgren らは，2002 年にコンピュータによるモデ
ルシミュレーションにより，移動時や耕うん作業時の作業方法や変
速段数の違いにより，排出ガス量が異なる可能性があることを示し
6 4 )，2003 年には機関負荷や機関回転速度の変動が，排出ガス量に影
響を及ぼすことを確認した 6 5 )。これをふまえて 2005 年に負荷変動







 この他欧州では，スペインの Gil-Siera らが， 2007 年にスペイン
国内におけるトラクタの出力・作業別稼働時間割合から求めた平均
的な稼働実態とトラクタ OECD テストレポートの燃費データから，
















































ブロードキャスタ 8,128台を上回る 6 9 )。更に，生研機構が，1992年に
実施したトラクタ使用実態調査においても，耕うんロータリの平均













































 第 6 章では，再現する機関トルクを標準値あるいは代表値として
取扱える可能性を確認するため，第 4 章で検討した機関トルクの負
荷方法を用いて，複数の機関トルクを合成，時間短縮した場合の排
出ガスを測定，比較する。   
 第 7 章では，耕うん時の機関出力や機関回転速度の使用範囲（以
下，運転範囲），トラクタ機関の出力特性や排出ガス特性に基づいて























































え付け，機関出力軸を動力計（ (株 )明電舎 FC95-355L，吸収動力 200kW）
に接続し，機関トルクと機関回転速度の関係を測定した。試験装置
の概要を図 2-1 に，動力計を図 2-2 に，計測操作盤及びコンピュー
















































図 2-1 試験装置の概要 
 
 

















うち，無負荷速度 3051rpm 時の関係を図 2-5 に示す。  
 供試機関の機関トルクの推定に一次回帰式を用いた場合，無負荷
速度毎の機関トルクと機関回転速度との一次回帰式の決定係数 R2
は， 0.9758～ 0.9954 となるが，図 2-5 左図に示すとおり，特に高ト
ルク時と無負荷時に実測値との差が大きくなる。また，二次回帰式
を用いた場合も，一次回帰式と同様の傾向となった。機関トルクの

















































左図の一 次回帰式： Y=－ 0 .3 84 8X +116 7 .5  




































試験は，搭載無負荷速度 1700rpm から 3031rpm まで，それぞれの




試験の様子（供試トラクタと動力計）を図 2-6 に示す。  
 
 
表 2-1 供 試 ト ラ ク タ の 主 な 仕 様  







全 長 ×全 幅 ×全 高  
軸距  
輪距  
最低地上 高  
3 0 9 0 ×1 4 1 5×1 9 9 0 m m 
1 7 0 0 m m  
前 輪 ： 11 5 0 m m， 後 輪 ： 11 0 0 m m 
3 8 5 m m  
機体質量  
タイヤ  
1 3 6 0 k g  






燃焼室形 式  
過給機  
水 冷 4 サ イ ク ル 3 気 筒 デ ィ ー ゼ ル  
2 5 k W / 2 8 0 0 r p m  
1 4 9 8 m L  
渦 流 室 式  








8 段 ×2 段  
1 6 段 （ 0 . 2～ 1 4 . 9 k m / h）  




規格  6 ス プ ラ イ ン ， 軸 径 3 5 m m 
回 転 速 度 （ 定 格 時 ）  
正 転 ： 5 8 8， 7 9 0， 9 7 4， 1 2 6 8 r p m 
逆 転 ： 7 9 0 r p m 









回帰式とその決定係数を表 2-2 に示す。  
 供試トラクタは，2.2.2 の結果が得られた機関をそのまま搭載して
いる。そのため， 2.2.2 と同様に，搭載無負荷速度毎の PTO 軸に負
荷する機関負荷相当トルクと機関回転速度の三次回帰式を用いるこ
とで，実測値と再現する機関負荷相当トルクに差がなくなり（決定

















（ rp m）  
 
回帰式  
X：機関回転 速度 ( rp m)， y： 機関負荷相当トルク (N m)  
決定  
係数  
R 2  
3 0 31  y=0 .0 0 00 44 6 14 42 9 X 3－ 0 .3 8 93 10 46 X 2 +11 30 .53 18 2 X－ 10 92 37 4 .1  0 .99 6 0  
2 9 88  y=0 .0 0 00 26 5 80 61 6 X 3－ 0 .2 2 81 22 41 X 2 +6 50 .90 16 8 X－ 61 72 84 .2  0 .99 7 2  
2 8 98  y=0 .0 0 00 17 2 17 47 6 X 3－ 0 .1 4 32 14 77 X 2 +3 95 .49 55 3 X－ 36 24 24 .7  0 .99 8 2  
2 8 00  y=0 .0 0 00 12 3 67 25 9 X 3－ 0 .0 9 97 42 46 X 2 +2 66 .60 77 2 X－ 23 60 15 .0  0 .99 6 6  
2 6 87  y=0 .0 0 00 04 2 63 12 1 X 3－ 0 .0 3 30 98 64 X 2 +8 6 .2 35 16 X－ 7 3 51 6 .8  0 .99 8 2  
2 5 84  y=0 .0 0 00 02 3 50 77 4 X 3－ 0 .0 1 83 04 60 X 2 +4 6 .0 58 65 X－ 3 7 36 0 .9  0 .99 8 7  
2 4 89  y=0 .0 0 00 02 7 44 86 6 X 3－ 0 .0 2 01115 6 X 2 +47 .79 114 X－ 3 6 68 9 .9  0 .99 8 7  
2 3 99  y=0 .0 0 00 01 3 38 60 3 X 3－ 0 .0 0 98 15 96 X 2 +2 2 .6 41 70 X－ 1 6 311 .9  0 .99 9 2  
2 3 04  y=0 .0 0 00 03 5 35 17 5 X 3－ 0 .0 2 31 79 33 X 2 +4 9 .4 37 45 X－ 3 4 09 7 .0  0 .99 9 1  
2 1 99  y=0 .0 0 00 02 5 82 93 0 X 3－ 0 .0 1 63 48 55 X 2 +3 3 .3 06 67 X－ 2 1 65 3 .0  0 .99 9 7  
2 1 03  y=0 .0 0 00 03 9 05 68 6 X 3－ 0 .0 2 32 71 58 X 2 +4 5 .0 117 0 X－ 2 8 06 3 .3  0 .99 8 8  
2 0 08  y=0 .0 0 00 03 8 75 45 1 X 3－ 0 .0 2 19 60 24 X 2 +4 0 .2 76 58 X－ 2 3 70 7 .9  0 .99 9 3  
1 9 02  y=0 .0 0 00 00 6 80 09 5 X 3－ 0 .0 0 40 70 12 X 2 +7 .02 07 3 X－ 33 0 9 .2  0 .99 9 3  
1 7 92  y=0 .0 0 00 00 0 78 411 X 3－ 0 .0 0 07 97 16 X 2 +1 .08 77 3 X－ 15 5 .3  0 .99 9 6  






トルクの再現性や JIS B 8008-111 4 )に基づく試験の統計的有効性を確
認した。また，耕うん時の排出ガス濃度と動力計により耕うん時の
機関トルクを再現した時の排出ガス濃度を比較した。更に，積らが，
2003 年に PTO トルクのみの再現運転による排出ガスを確認してい










供試トラクタは作業幅 1.7m の耕うんロータリを装着した表 2-1
のトラクタを，供試燃料は軽油を用いた。供試した耕うんロータリ
の主な仕様を表 2-3 に示す。  
試験は，生研センター内の普通畑（土壌群：黒ボク土，土性：壌
土，含水比：  63.6％，円錐貫入抵抗： 1.00MPa）において，トラク
タの調速レバーは全開， PTO 速度段は 1 速，作業速度は 0.33m/s，
0.14m/s の 2 段階，目標耕深は 12cm として耕うん作業を行い，排出
ガス分析計を車載したほ場排出ガス測定車をトラクタに併走させて，
機関回転速度，PTO トルク及び PTO 回転速度，CO，CO2，O2，NOx，
THC の各濃度を測定した。  




濃度は排出ガス分析計（ (株 )堀場製作所 PG-240）により，THC 濃度
は排出ガス分析計ユニット（ (株 )堀場製作所 MPA-510）により測定
した。ほ場排出ガス測定車の概要を図 2-7 に，供試トラクタとほ場
排出ガス測定車を図 2-8 に，排出ガス分析計と排出ガス分析計ユニ














表 2-3 供 試 耕 う ん ロ ー タ リ の 主 な 仕 様  
耕うん幅  
定規輪取 付位置  
機体質量  
適応トラ クタ  
P TO 軸・つ め軸減速比  
1 7 0 c m  
前 方  
2 8 5 kg  
2 0～ 2 4 k W  




つめ取付 け方式  
回転方向  
な た づ め  
ホ ル ダ  
正 転 （ ダ ウ ン カ ッ ト ）  
本数  
回転半径  
4 0  












































表 2-4 ほ 場 排 出 ガ ス 測 定 車 の 主 な 仕 様  
 
車両部
車 体  2 t 特 別 仕 様 ハ ー フ ト ラ ッ ク  型 式 ： Y B 3  
走 行 部  前 ： 車 輪 式  後 ： ゴ ム ク ロ ー ラ 式  2・ 4 駆 走 行  
荷 台 部  発 電 機 （ AC 1 0 0 V， 低 騒 音 型 ， 防 振 対 策 ）・ 測 定 室  
測 定 部  排 出 ガ ス 測 定 装 置 一 式 据 付 用 架 台 （ 防 振 対 策 ）  測 定 装 置 校 正 ガ ス 等 ボ ン ベ 収 納 棚  
寸法  5 2 0 0 ( L ) × 1 8 0 0 ( W ) × 3 1 0 0 ( H )  
質量  4 3 0 0 k g  
測定部  
装 置  
ポ ー タ ブ ル ガ ス 分 析 計 P G - 2 4 0（ C O， C O 2， O 2， N O x）  
汎 用 型 ガ ス 分 析 計 ユ ニ ッ ト F I A - 5 1 0（ T H C）  
汎 用 型 サ ン プ リ ン グ ユ ニ ッ ト E S - 5 1 0  
測 定 方 式  
/測 定 範 囲  
C O： 非 分 散 形 赤 外 線 吸 収 法 / 0 - 5 0 0 0 p p m  
C O 2： 非 分 散 形 赤 外 線 吸 収 法 / 0 - 2 0％  
O 2： ジ ル コ ニ ア 2 セ ル ポ ン プ 式 / 0 - 2 5％  
N O x： 化 学 発 光 法 / 0 - 5 0 0 0 p p m  
T H C： 水 素 炎 イ オ ン 化 法 / 0 - 3 0 0 0 0 p p m C  
測 定 精 度  
P G - 2 4 0  
 ± 0 . 5％ F S 以 内 ( C O 1 0 0 0 p p m 及 び N O x 1 0 0 p p m 以 上 )  
 ± 1 . 0％ F S 以 内 (上 記 レ ン ジ 以 内 )  
F I A - 5 1 0  
 ± 0 . 5％ F S 以 内 ( T H C 5 0 p p m C 以 上 )  




供試トラクタは表 2-1 のトラクタを，供試燃料は軽油を用いた。 
試験は 2.3.1 と同様にトラクタを据え付け， 2.4.1.1 で測定した耕
うん時の機関回転速度と 2.3.2 で得た回帰式を用いて求めた耕うん
時の機関負荷相当トルクと，耕うん時に得た PTO トルクを，動力計
によりトラクタ PTO 軸にそれぞれ 0.1s 毎に再現負荷法により負荷
し， PTO トルク， PTO 回転速度，燃料消費量，吸入空気流量，CO，
CO2，O2， NOx，THC の各濃度を測定した。  
PTO トルク，PTO 回転速度の測定，機関回転速度の計算は，それ
ぞれ 2.3.1 と同様とした。燃料消費量は容積式の流量検出器（ (株 )
小野測器  FP-2140H）と流量指示計（ (株 )小野測器  DF-210A）によ
り，吸入空気流量は層流形空気流量計（ (株 )山田製作所 LFM-10）
により， CO， CO2， O2， NOx， THC の各濃度は自動車排出ガス測定
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装置（ (株 )堀場製作所 MEXA-9400D）によりそれぞれ測定した。
また，λ は燃料質量流量と吸入空気質量流量から計算により求めた。
試験装置の概要を図 2-10 に，自動車排出ガス測定装置を図 2-11 に，
自動車排出ガス測定装置の主な仕様を表 2-5 にそれぞれ示す。  
なお， NRTC 法においては，試験サイクルの統計的有効性を確認






y=a1x＋a0             (1)  
 
 ここで， y：再現トルク (Nm) 
     a1：回帰直線の傾き  
x：入力トルク (Nm) 
     a0：回帰直線の y 切片 (Nm) 
また ,入力トルクに対する再現トルク推定値の標準誤差（以下 ,SEE）





N－2       (2)  
ここで， y i：瞬時再現トルク (Nm) 
x i：瞬時入力トルク (Nm) 










































表 2-5 自 動 車 排 出 ガ ス 測 定 装 置 の 主 な 仕 様  
装 置  
赤 外 線 分 析 計 AI A - 1 2 0（ C O， C O 2）  
全 炭 化 水 素 /酸 素 分 析 計 F M A - 1 2 5（ T H C， O 2）  
窒 素 酸 化 物 分 析 計 C L A - 1 5 5（ N O x）  
測 定 方 式  
/測 定 範 囲  
C O： 非 分 散 形 赤 外 線 吸 収 法 / 0 - 5 0 0 0 p p m  
C O 2： 非 分 散 形 赤 外 線 吸 収 法 / 0 - 2 0％  
O 2： 磁 気 圧 力 式 / 0 - 2 5％  
T H C： 水 素 炎 イ オ ン 化 法 / 1 0 - 5 0 0 0 0 p p m C  
N O x： 化 学 発 光 法 / 0 - 1 0 0％  






2-12 に ,  NRTC 法による試験の有効性を確認するために定められた
JIS B 8008-11 のトルク検証統計基準 1 4 )と動力計により再現したト











また，作業速度 0.14m/s， 0.33m/s の機関トルクをそれぞれ再現運
転した試験の統計的有効性を確認するために 2.4.1.2 の (1)式及び (2)
式により求めた SEE はそれぞれ 6.9Nm， 6.0Nm，回帰直線の傾き a1
はそれぞれ 0.95， 0.97，決定係数はそれぞれ 0.96， 0.98，回帰直線
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図 2-12 入力トルクと再現トルク（例） 
 
 
表 2-6 トルク検証統計基準と検証結果 
 
基 準  基 準 値  
耕 うん時 速 度  
0 . 14 m/s  0 .33 m/s  
SEE 
最 大 トルクの 1 0％以 下  3 9 .7 Nm 
以 下  6 . 9 Nm 6 .0 Nm 
a 1  0 . 83～1 .0 3  0 .83～1 .0 3  0 .95  0 .97  
決 定 係 数
（R 2 ）  0 . 8 8 以 上  
0 . 88  
以 上  0 . 96  0 .98  
a 0  
±2 0 Nm 又 は最 大 トルク
±2％のいずれか大 きい方
以 内  
±2 0 Nm 




















再現した時の排出ガス濃度の測定結果を表 2-7 に示す。  
耕うん時の排出ガス濃度と耕うん時の機関トルクを再現させた時
の排出ガス濃度との差は，作業速度 0.14m/s 時において， CO で
-2.5ppm，CO2 で -0.2％，THC で 6.4ppmC，O2 で 0.1％，NOx で -24.0ppm，
また，作業速度 0.33 m/s 時において，CO で -1.3ppm，CO2 で -0.7％，
THC で 9.7ppmC，O2 で 0.1％，NOx で 8.5ppm と，いずれの作業速度
においても，耕うん時の排出ガス濃度とほぼ同程度となった。一方，
耕うん時の排出ガス濃度と耕うん時の PTO トルクのみを再現させ
た時の排出ガス濃度との差は，作業速度 0.14m/s 時において，CO で
-3.7ppm，CO2 で -1.0％，THC で 7.5ppmC，O2 で 1.1％，NOx で 48.0ppm，
また，作業速度 0.33 m/s 時において，CO で -41.5ppm，CO2 で -1.8％，





と考えられた。特に CO 濃度は， λ が 1 に近づくと低い濃度を保っ
ていたものが急激に増大する傾向にあることや，高負荷における λ
低下に対して反応が強いことが示されているとおり 1 5 )，機関トルク
















トルク  CO CO 2  THC  O 2  NOx  λ  
単位  m/ s  N m p p m ％  p p mC  ％  p p m -  
耕うん時  0 . 33  -  11 8 .8  1 0 .9  5 .7  6 .6  6 8 6 .1  -  
機関トル ク再現  -  2 7 1 .8  11 7 .5  1 0 .2  1 5 .4  6 .7  6 9 4 .6  1 .22  
P TO トルク再現  -  2 3 5 .4  7 7 .3  9 .1  5 .7  8 .5  6 7 1 .1  1 .32  
耕うん時  0 . 14  -  7 6 .6  9 .0  7 .1  8 .8  6 7 9 .4  -  
機関トル ク再現  -  2 3 6 .7  7 4 .1  8 .8  1 3 .5  8 .9  6 5 5 .4  1 .36  



















































































供試トラクタは表 2-3 の作業幅 1.7m の耕うんロータリを装着し







の未耕水田とし，トラクタの調速レバーは全開，PTO 速度段は 1 速
又は 4 速，作業速度は 0.14～ 0.64m/s，目標耕深 12cm として，耕う
ん作業を行い，30m 区間（埼玉県鴻巣市農家ほ場のみ 20m 区間）の








表 3-1 ロータリ耕うん試験のほ場条件 
試験場所  試験  ほ場  土壌群  土性  
含水比  
（％）  
円錐貫入 抵抗  
(MP a)  
生研セン ター  水田  （未耕）  灰色低地 土  
シルト質  
壌土  6 0 .5  0 .92  
鴻巣市農 家  水田  （既耕）  グライ土  壌土  4 5 .4  0 .40  
宇都宮大 学  
水田  
（既耕）  黒ボク土  埴壌土  4 9 .7  0 .32  
普通畑  
（未耕）  黒ボク土  埴壌土  6 2 .3  0 .97  
野菜畑  
（未耕）  黒ボク土  壌土  6 1 .0  0 .34  
鳥取大学  普通畑  （未耕）  灰色低地 土  壌土  2 2 .3  1 .11  
























 耕うん試験の結果を表 3-2 に示す。  
 2.2.2 で 得 た 回 帰 式 を 用 い て 求 め た 機 関 ト ル ク 平 均 は 43.7 ～
81.8Nm， ま た ， 機 関 ト ル ク の 変 動 幅 に つ い て も ， 大 き い も ので

















(m/ s )  
耕うん  
ピッチ  
( c m)  
機関トル
ク平均 ※  
(N m)  
機関トル ク  
変動範囲 ※  









B  1  0 .34  1 0 .6  4 5 .5  3 5 .5～ 5 9 .8  





D  1  0 .34  1 0 .4  4 5 .8  3 5 .5～ 6 3 .5  
E  1  0 .63  1 9 .6  4 8 .0  3 4 .6～ 6 6 .6  
F  4  0 .46  6 .8  7 6 .4  5 6 .2～ 8 7 .5  
普通畑  
（未耕）  
G  1  0 .34  1 0 .6  6 6 .0  5 1 .9～ 8 3 .8  
H  1  0 .63  2 0 .1  8 1 .8  6 3 .1～ 8 7 .8  
I  4  0 .14  2 .1  8 2 .4  6 3 .8～ 8 7 .2  
野菜畑  
（未耕）  
J  1  0 .34  1 0 .5  4 3 .7  3 4 .6～ 6 1 .3  
K  1  0 .64  1 9 .9  4 9 .1  3 5 .5～ 6 5 .0  





M  1  0 .34  1 0 .6  6 8 .4  5 0 .2～ 8 5 .3  




（未耕）  O  1  0 .33  1 0 .5  6 3 .5  4 8 .4～ 8 4 .5  










供試トラクタは表 2-1 のトラクタを，供試燃料は軽油を用いた。 
生研センターの実験室内に供試トラクタを据え付け，トラクタの
PTO 軸を動力計（ (株 )明電舎 FC-R，吸収動力 55kW）に接続した。  
試験は，3.2 で測定した耕うん時の機関回転速度と 2.3.2 で得た回
帰式を用いて求めた機関負荷相当トルクを，動力計で再現負荷法に
より PTO 軸に 0.1s 毎に負荷して行い， PTO トルクを測定した。  
また，トルクの再現性や試験の統計的有効性については， 2.4 と
同様，再現トルク比，入力トルクと再現トルクとの最小二乗法によ






3-3 に ,入力トルクと再現トルクの相関の一例を図 3-4 に，再現負荷
法により再現したトルク検証結果を表 3-3 に示す。  
試験の統計的有効性を確認するために求めた SEE は 5.52～ 21.34
と全ての試験区でトルク検証統計基準に基づく基準値を満たしてい
たものの，回帰直線の y 切片 a0 は 24.97～ 67.34 と全ての試験区で基
準値を満たしていなかった。また，回帰直線の傾き a1 は 0.65～ 0.86，
R2 は 0.71～ 0.91 と基準値を満たしていない試験区が多かった。更に，
試験区毎の SEE ， a1  ，R2， a0 のバラツキも大きい傾向にあった。






































図 3-4 再現負荷法による入力トルクと再現トルクの相関（例） 
 
 
表 3-3 再現負荷法によるトルク検証結果  
試験区  再現トル ク比  SEE  a 1  R 2  a 0  
A  0 .90  9 .34  0 .86  0 .90  2 9 .4 0  
B 0 .81  8 .02  0 .71  0 .77  3 9 .7 8  
C 0 .89  1 3 .0 7  0 .82  0 .86  3 7 .6 4  
D 0 .78  6 .87  0 .67  0 .74  3 5 .0 1  
E 0 .83  9 .27  0 .76  0 .84  3 1 .0 9  
F  0 .84  11 .04  0 .76  0 .85  5 6 .2 6  
G 0 .85  8 .50  0 .81  0 .84  3 9 .3 2  
H 0 .89  8 .26  0 .84  0 .89  4 3 .2 0  
I  0 . 90  8 .64  0 .82  0 .85  4 6 .6 9  
J  0 .77  5 .52  0 .65  0 .71  2 8 .1 5  
K 0 .88  2 1 .3 4  0 .81  0 .87  2 4 .9 7  
L 0 .90  8 .52  0 .86  0 .91  3 4 .1 4  
M 0 .85  2 0 .1 8  0 .77  0 .83  5 0 .6 0  
N 0 .91  9 .41  0 .85  0 .88  3 7 .5 2  
O 0 .79  8 .26  0 .69  0 .76  6 7 .3 4  




y = 0.71 x + 39.78 





















再現負荷法による SEE は 5.52～ 21.34， a1 は 0.65～ 0.86，R2 は 0.71






































までの研究の中で実施されている排出ガス測定結果 1 5 ) 1 6 ) 7 1 )から，機
関回転速度や機関トルクなどの運転条件やトラクタ用機関の違いよ
り大きく異なることが分かっている。  
 また，既往の耕うんに関する研究では，耕うん時における PTO ト
ルクの変動を把握し，あわせて周波数分析を行うなどして，耕うん



















供試トラクタは表 2-1 のトラクタを，供試燃料は軽油を用いた。 
試験は， 2.3.1 と同様にトラクタを据え付け，トラクタの PTO 軸
を動力計に接続して，搭載無負荷速度 1200rpm から 3042rpm まで，
PTO 出力トルク約 2kW おきに動力計で一定のトルクをかけて行い，
PTO トルク，PTO 回転速度，燃料消費量，吸入空気流量，CO，CO2，
O2，NOx，THC の各濃度，黒煙及び PM の捕集量を測定した。  
CO，CO2，O2，NOx，THC の各濃度は自動車排出ガス測定装置（ (株 )
堀場製作所 MEXA-9400D）により，黒煙はスモークメータ（ (株 )
司測研 GSM-3DL）により， PM の捕集量は部分希釈式 PM 捕集装
置（ (株 )堀場製作所 MDLT-1302TM）に設置した炭化フッ素被膜ガ
ラス繊維フィルタ（以下， PM フィルタ）により PM を捕集し，温
度 23℃，湿度 50％の PM 秤量室内に 1 時間以上 PM フィルタを放置
後， PM 秤量室内の電子天秤（ザルトリウス・メカトロニクス (株 ) 
SE2-F）により，燃料消費量は容積式の流量検出器（ (株 )小野測器  
FP-2140H）と流量指示計（ (株 )小野測器  DF-210A）により，吸入空
気流量は層流形空気流量計（ (株 )山田製作所 LFM-10）によりそれ
ぞれ測定した。各排出ガスの排出量は燃料流量，吸入空気流量及び




減速比から計算により求めた。部分希釈式 PM 捕集装置を図 4-1 に，
PM 秤量室を図 4-2 に，層流形空気流量計を図 4-3 に，試験の様子を

































 機関の運転範囲と燃料消費量の関係を図 4-5 に，機関の運転範囲
と各排出ガス（CO2，  NOx，THC，CO 及び PM）の排出量の関係を
それぞれ図 4-6～ 4-10 に，機関の運転範囲と黒煙の関係を図 4-11 に，
λ と排出ガスの関係を図 4-12 にそれぞれ示す。  




また，黒煙，CO 及び PM 排出量は，λ が 1 に近づく部分において急
増した。これは「はじめに」で述べたとおり燃焼室内において局所
的に O2 が不足する箇所が存在するためである。また，既往の研究の
中で調査されている結果 1 5 )1 6 )7 1 )とも，これまでは測定されていない






























































※ バ ブ ル 直 径 の 差 が ，C O 2 排 出 量 の 差 を 示 す 。 









































※ バ ブ ル 直 径 の 差 が ，TH C 排 出 量 の 差 を 示 す 。 








































※ バ ブ ル 直 径 の 差 が ，黒 煙 の 差 を 示 す 。 
















度 2800rpm時の PTO回転速度は，表 2-1に示すとおり PTO速度段 1速時
で 588rpm， PTO速度段 4速時で 1268rpm，また耕うん爪本数は表 2-3
に示すとおり 40本である。これから機関定格回転速度時における耕
うん爪の土壌への作用回数を求めると，PTO速度段 1速時で 392回 /s，















































出ガスの実態を表すことが難しいと推測されている 1 5 )。また， 4.2
の結果から，特に図 4-12 の λ が 1 に近い高負荷部分において，燃料
噴射量の増加により，燃焼に必要となる O2 が相対的に少なくなり，
不完全燃焼することで，CO や PM 排出量が急激に増加する機関があ
る。このため，実際の耕うん作業では高負荷部分でも稼働している
にもかかわらず，定負荷法でその部分を負荷しない場合，特に CO














































図 4-13 機関トルクの負荷方法 
 
 
4.5 ステップ負荷法によるトルクの再現性  
4.5.1 試験方法  
3.3 で求めた 15 試験区の機関負荷相当トルクを，ステップ負荷法






4-14 に ,入力トルクと再現トルクの相関の一例を図 4-15 に，ステッ
プ負荷法により再現したトルク検証結果を表 4-1 に示す。  
ステップ負荷法による再現トルク比は 0.98～ 1.00， SEE は 0.67～
1.21，回帰直線の傾き a1 は 0.99～ 1.00，決定係数 R2 は 1.00，回帰直







































表 4-1 ステップ負荷法によるトルク検証結果 
試験区  再現トル ク比  SEE  a 1  R 2  a 0  
A  0 .98  0 .78  1 .00  1 .00  0 .29  
B  1 .00  0 .79  1 .00  1 .00  -0 .4 3  
C  1 .00  1 .09  1 .00  1 .00  1 .03  
D  1 .00  0 .93  0 .99  1 .00  0 .78  
E  0 .99  0 .96  0 .99  1 .00  0 .75  
F  1 .00  0 .82  1 .00  1 .00  -0 .6 4  
G  1 .00  0 .67  1 .00  1 .00  0 .11  
H  1 .00  0 .84  1 .00  1 .00  -0 .4 9  
I  0 .99  0 .75  0 .99  1 .00  1 .41  
J  1 .00  0 .88  1 .00  1 .00  -0 .4 9  
K  1 .00  0 .96  1 .00  1 .00  -0 .1 4  
L  1 .00  0 .69  1 .00  1 .00  0 .48  
M 1 .00  0 .95  1 .00  1 .00  0 .90  
N  0 .99  1 .21  1 .00  1 .00  2 .10  
O  1 .00  0 .70  1 .00  1 .00  0 .87  
 
 
y = 1.00 x - 0.43 





























２）ステップ負荷法による SEE は 0.67～ 1.21，  a1 は 0.99～ 1.00，




















第 5 章 機関トルクの負荷方法と排出ガス 
 
5.1 緒言 























PTO 軸を動力計（ (株 )明電舎 FC-R，吸収動力 55kW）に接続した。  
試験は， 3.2 において設定したほ場， PTO 速度段，作業速度など




負荷法及び定負荷法により変換し，動力計で PTO 軸に 0.1s 毎に負
荷して行った。計測項目は，PTO トルク及び PTO 回転速度，燃料消
費量，吸入空気流量，CO，CO2，O2，NOx，THC の各濃度及び PM
の捕集量とした。  
CO，CO2，O2， NOx，THC の各濃度， PM の捕集量，燃料消費量，
吸入空気流量，PTO トルク及び PTO 回転速度の測定，各排出ガスの
排出量，λ及び機関回転速度の計算は，それぞれ 4.2.1 と同様とした。  
なお，PM 捕集量の測定にあたり，PM 捕集時間が短いと，試験前
後の PM フィルタ質量の差が小さく， PM フィルタに含まれる水分
量のわずかな差が相対的に大きく影響し，捕集量にバラツキが生じ
るおそれがあるため， J IS B8008-17 5 )には一定量以上の PM を捕集す
ることが定められている。本試験においても，J IS B8008-1 に準拠し









定負荷法により負荷した場合の NOx，THC， CO2  ，PM 及び  CO 排
出量の分散分析結果をそれぞれ表 5-1～ 5-5 に示す。  
NOx，THC，  CO2  ， PM 及び  CO の各排出量については，平均機





は，ステップ負荷法で平均 0.8％（最小 0.3％～最大 1.2％），再現負
70 
 
荷法で平均 0.6％（最小 0.2％～最大 0.9％），定負荷法で平均 0.2％
（最小 0.2％～最大 0.3％）であった。 
 
 
表 5-1 NO x 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  4 1 86 .44 9  1 4  2 9 9 .0 32 1  1 9 3 .2 76 8 *    
負荷方法  1 0 .9 5 12 2  2  5 .47 5 60 8  3 .53 9 11 2 * *   
誤差  4 3 .3 2 07 6  2 8  1 .54 7 17   
計  4 2 40 .72 1  4 4    
＊ P <0.0 1  ＊ ＊ P <0 .05  
 
 
表 5-2 THC 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  0 . 85 5 48  1 4  0 .06 110 6  7 5 .3 9 54 7 *    
負荷方法  0 . 00 0 11 6  2  5 .78 E-05  0 .07 1 28 4    
誤差  0 . 02 2 69 3  2 8  0 .00 0 81   
計  0 . 87 8 28 9  4 4    
＊ P <0.0 1  
 
 
表 5-3 CO 2 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  1 4 31 61 3 11  1 4  1 0 22 58 07 .94  7 8 4 .3 86 1 *    
負荷方法  8 7 93 9 .3 28  2  4 3 96 9 .6 64 21  3 .37 2 76 * *   
誤差  3 6 50 27 .65  2 8  1 3 03 6 .7 01 83   
計  1 4 36 14 27 8  4 4    








表 5-4 PM 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  0 . 97 4 71 9  1 4  0 .06 9 62 3  1 6 .1 5 63 2 *    
負荷方法  0 . 05 2 21 7  2  0 .02 6 10 9  6 .05 8 61 2 *    
誤差  0 . 12 0 66 1  2 8  0 .00 4 30 9   
計  1 . 14 7 59 7  4 4    
＊ P <0.0 1  
 
 
表 5-5 CO 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  3 . 72 110 7  1 4  0 .26 5 79 3  1 0 .5 7 93 5 *    
負荷方法  0 . 00 7 71 7  2  0 .00 3 85 9  0 .15 3 58    
誤差  0 . 70 3 46 6  2 8  0 .02 5 12 4   
計  4 . 43 2 29  4 4    
＊ P <0.0 1  
 
 
5.2.2.1 NO x，THC 及び CO 2 
ステップ負荷法，再現負荷法及び定負荷法（以下，各負荷方法）
による NOx 排出量を表 5-6 に，各負荷方法による THC 排出量を表
5-7 に，各負荷方法による CO2 排出量を表 5-8 に，各負荷方法によ
る NOx 濃度の最大値，最小値の関係をそれぞれ図 5-1，図 5-2 に示
す。  
ステップ負荷法に対する再現負荷法の排出ガス量の差は，NOx で
-2.858～ 4.783g/h， THC で -0.047～ 0.059g/h， CO2 で -68.7～ 308.3g/h
であった。また，ステップ負荷法に対する定負荷法の排出ガス量の
差は，NOx で -0.707～ 4.263g/h，THC で -0.056～ 0.066g/h，CO2 で -138.1









しかし，各負荷方法による NOx 及び CO2 排出量の差は ,それぞれ
各負荷方法の平均 -2.2～ 2.3％， -1.6～ 3.1％と小さく，ほぼ同程度と
判断できた。  
THC 排出量は，負荷方法の違いによる有意差が認められなかった。 




THC 及び CO2 濃度の最大値，最小値についても同様，濃度の最大値
については，ステップ負荷法によるものが最も高い値に，濃度の最
小値については，ステップ負荷法によるものが最も低い値になった。
4.2.2 において NOx 及び CO2 排出量は，出力や機関回転速度が高く


















表 5-6 各負荷方法による NO x 排出量 
試験区  
NO x 排 出量 (g /h )  
再現負荷 法  ステップ 負荷法  定負荷法  
A  11 7 .8 54  11 5 .1 87  11 7 .9 10  
B  1 0 5 .8 95  1 0 4 .9 35  1 0 5 .6 55  
C  11 8 .9 13  11 6 .8 62  1 2 1 .1 25  
D 9 2 .1 7 5  9 2 .5 2 2  9 3 .9 4 8  
E  1 0 1 .4 05  1 0 1 .7 81  1 0 5 .0 09  
F  1 2 1 .0 07  1 2 1 .4 02  1 2 2 .3 76  
G 11 4 .2 87  11 3 .6 21  11 2 .9 14  
H 1 2 5 .1 39  1 2 0 .3 56  1 2 1 .3 30  
I  11 5 .5 19  11 7 .1 25  11 7 .5 28  
J  8 8 .3 1 6  9 1 .1 7 4  9 1 .5 2 0  
K 1 0 2 .4 45  1 0 3 .7 54  1 0 5 .0 30  
L  11 6 .3 47  11 6 .4 59  11 6 .8 09  
M 11 4 .7 42  11 5 .6 12  11 7 .0 46  
N 11 6 .3 30  11 6 .5 50  11 6 .7 52  




表 5-7 各負荷方法による THC 排出量 
試験区  
THC 排 出 量 (g /h )  
再現負荷 法  ステップ 負荷法  定負荷法  
A  0 .58 3  0 .59 8  0 .62 6  
B  0 .98 3  1 .00 1  1 .02 4  
C  0 .65 9  0 .69 3  0 .70 7  
D 0 .94 3  0 .98 9  0 .96 1  
E  0 .80 2  0 .84 0  0 .86 0  
F  0 .57 8  0 .59 9  0 .59 3  
G 0 .76 3  0 .78 4  0 .80 6  
H 0 .55 6  0 .54 9  0 .52 2  
I  0 .66 0  0 .65 1  0 .63 6  
J  0 .98 6  0 .93 1  0 .99 6  
K 0 .83 6  0 .84 8  0 .86 7  
L  0 .85 5  0 .80 6  0 .76 5  
M 0 .75 2  0 .75 0  0 .73 8  
N 0 .80 4  0 .74 5  0 .69 0  




表 5-8 各負荷方法による CO 2 排出量 
試験区  
CO 2 排 出量 (g /h )  
再現負荷 法  ステップ 負荷法  定負荷法  
A  1 3 20 3 .0 88  1 3 05 0 .0 93  1 3 03 2 .8 87  
B  11 08 4 .1 24  11 05 7 .6 96  11 06 4 .7 29  
C  1 3 23 4 .8 44  1 3 08 2 .5 89  1 3 22 9 .8 02  
D 1 0 14 4 .4 83  1 0 12 5 .4 88  1 0 14 7 .2 70  
E  11 05 0 .7 44  11 00 0 .6 92  11 00 3 .4 98  
F  1 4 14 4 .8 83  1 4 13 1 .7 71  1 4 10 0 .3 43  
G 1 3 30 7 .5 44  1 3 22 0 .6 70  1 3 20 9 .5 95  
H 1 5 53 7 .8 79  1 4 83 6 .7 74  1 4 82 0 .8 76  
I  1 4 71 9 .5 50  1 4 78 8 .2 93  1 4 72 4 .4 87  
J  9 1 00 .66 2  9 1 30 .97 5  9 1 52 .89 3  
K 1 0 73 7 .9 75  1 0 73 6 .8 85  1 0 72 5 .9 72  
L  1 4 03 8 .7 28  1 4 09 0 .3 97  1 4 01 3 .8 27  
M 1 3 41 6 .2 25  1 3 41 9 .5 77  1 3 39 7 .0 40  
N 1 4 59 3 .8 76  1 4 63 0 .4 53  1 4 49 2 .3 86  




図 5-1 ステップ負荷法，再現負荷法，定負荷法 






































図 5-2 ステップ負荷法，再現負荷法，定負荷法 




各負荷方法による PM 排出量と λ を表 5-9 に示す。  
PM 排出量については，ステップ負荷法と定負荷法との間に有意
差（危険率 1％）が認められた。ステップ負荷法に対する定負荷法
の PM 排出量の差は， -0.198～ 0.061g/h と，15 試験区中 13 試験区に
おいて，ステップ負荷法より定負荷法の PM 排出量が少なく，特に
高負荷で λ が小さくなる試験区において，この差が顕著であった。
PM 排出量は， λ が 1 に近い領域，供試トラクタでは， 4.2.2 の結果
から， λ=1.35 程度以下で，急激に増加する。このため，変動するト
ルクを負荷する場合，負荷するトルク平均値よりも高負荷側，すな
わち λ が小さくなる領域の方が，平均値よりも低負荷側で λ が大き
くなる領域に比べ，PM 排出量に及ぼす影響が大きいと考えられる。
このことから， λ がより小さくなるトルクを負荷できるステップ負
荷法に比べ，その領域を負荷しない定負荷法では，  PM 排出量がよ




































また，ステップ負荷法と再現負荷法の PM 排出量の差は， -0.106











表 5-9 各負荷方法による PM 排出量とλ 
試験区  
再現負荷 法  ステップ 負荷法  定負荷法  
PM 排 出量 (g /h )  λ  P M 排出量 (g /h )  λ  P M 排出量 (g /h )  λ  
A  0 .94 1  1 .62   1 .04 7  1 .63   0 .86 5  1 .63  
B  0 .90 0  1 .82  0 .93 6  1 .82  0 .92 1  1 .81  
C  0 .94 9  1 .49  0 .99 9  1 .52  0 .92 0  1 .49  
D 0 .89 3  1 .97  0 .94 2  1 .98  1 .00 3  1 .97  
E  0 .85 4  1 .84  0 .91 8  1 .86  0 .90 4  1 .84  
F  0 .90 4  1 .37  0 .94 4  1 .38  0 .86 2  1 .38  
G 1 .01 2  1 .48  0 .99 2  1 .49  0 .85 8  1 .49  
H 1 .27 1  1 .25  1 .28 8  1 .25  1 .09 3  1 .24  
I  1 .22 2  1 .29  1 .23 2  1 .29  1 .12 6  1 .30  
J  0 .78 8  2 .33  0 .88 5  2 .34  0 .94 6  2 .33  
K 0 .75 1  2 .00  0 .81 7  2 .01  0 .77 9  2 .00  
L  1 .26 5  1 .38  1 .18 5  1 .38  0 .98 7  1 .37  
M 0 .89 3  1 .43  0 .91 3  1 .43  0 .83 7  1 .43  
N 1 .42 6  1 .30  1 .34 1  1 .29  1 .16 2  1 .30  








各負荷方法による CO 排出量を表 5-10 に，各負荷方法による CO
濃度の最大値の関係を図 5-3 にそれぞれ示す。  
ステップ負荷法に対する再現負荷法の CO 排出量の差は， -0.348
～ 0.290g/h，ステップ負荷法に対する定負荷法の CO 排出量の差は，




また，CO 濃度の最大値については，他の試験区に比べて λ が小
さくなる領域を負荷した試験区 H 及び試験区 N において，ステップ
負荷法による濃度の最大値が最も高い値となった。 CO 濃度や排出
量についても，PM 排出量と同様，λ が 1 に近い領域，供試トラクタ
では，4.2.2 の結果から，λ=1.20 程度以下で，急激に増加する。再現
負荷法は再現するトルク振幅が小さく，定負荷法は負荷変動がない
ため，  NOx， THC 及び CO2 の各濃度と同様，ステップ負荷法に比
べ CO 濃度の最大値が低くなったと考えられた。このため， λ がよ















表 5-10 各負荷方法による CO 排出量 
試験区  
CO 排 出量 (g /h )  
再現負荷 法  ステップ 負荷法  定負荷法  
A  5 .94 9  6 .29 7  6 .33 9  
B  6 .42 6  6 .49 2  6 .62 8  
C  6 .12 4  6 .24 1  6 .49 8  
D 6 .66 3  6 .68 9  6 .63 9  
E  6 .35 2  6 .32 6  6 .26 0  
F  5 .87 2  5 .95 1  5 .91 6  
G 6 .00 0  5 .92 0  6 .17 0  
H 6 .43 0  6 .25 8  5 .87 6  
I  5 .68 9  5 .72 4  5 .50 2  
J  6 .24 0  5 .94 9  6 .28 0  
K 6 .38 4  6 .44 5  6 .60 7  
L  5 .71 9  5 .84 9  5 .71 9  
M 5 .98 3  5 .85 3  5 .95 6  
N 6 .12 9  6 .07 0  5 .73 1  




図 5-3 ステップ負荷法，再現負荷法，定負荷法 












































また，PM や CO の排出量の変化が大きい λ が 1 に近い領域におい
て，特に定負荷法と比べて，ステップ負荷法による PM の各排出量



















































再現負荷法（合成）は仮の試験区 α と試験区 β をそのまま合成した
81 
 
もの，ステップ負荷法（合成）は仮の試験区 α と試験区 β を合  
成したものを階段状に並べ替えたもの，ステップ負荷法（合成短縮）
はステップ負荷法（合成）の時間を 1/2 に短縮したものである。  
 
 







の PTO 軸を動力計（ (株 )明電舎 FC-R，吸収動力 55kW）に接続した。  
試験区は，3.2 で得た宇都宮大学附属農場での試験区 D～ L の機関
回転速度と 2.3 で得た回帰式を用いて求めた機関負荷相当トルクを，
トルク変動幅はそのままで，平均トルクが同一（ PTO トルク 200Nm）
となるよう調整した上で，表 6-1 のとおり合成したものとした。  
試験は，表 6-1 の機関負荷相当トルクを，再現負荷法（合成），ス
テップ負荷法（合成）及びステップ負荷法（合成短縮）により変換
し，動力計で PTO 軸に負荷して行った。計測項目は， PTO トルク，











THC の各濃度及び PM の捕集量とした。  
CO，CO2，O2， NOx，THC の各濃度， PM の捕集量，燃料消費量，
吸入空気流量，PTO トルク及び PTO 回転速度の測定，各排出ガスの
排出量，λ及び機関回転速度の計算は，それぞれ 4.2.1 と同様とした。  
なお，ステップ負荷法（合成短縮）は，ステップ負荷法（合成）




表 6-1 試験区の内訳  
試験区  合成する 試験区  
P  D  +  G +  J  
Q  F  +  I  +  L  
R  D +  E  +  F  
S  G +  H +  I  




 表 6-1 に示す 5 試験区の耕うん時トルクをステップ負荷法（合成），
再現負荷法（合成），ステップ負荷法（合成短縮）により負荷した場
合の NOx，THC， CO2  ，PM 及び  CO 各排出量の分散分析結果をそ
れぞれ表 6-2～ 6-6，排出ガス試験の結果を表 6-7 に示す。  







量の差は，CO で -0.172～ 0.324g/h，CO2 で -36.2～ 50.8g/h，THC で -0.051




THC，  NOx 及び PM の各排出量に差はなかった。また，ステップ負
荷法（合成）に対するステップ負荷法（合成短縮）の排出ガス量の
差は，CO で -0.200～ 0.341g/h，CO2 で -58.1～ 44.0g/h，THC で -0.036
～ 0.054g/h， NOx で -0.541～ 0.823g/h， PM で -0.038～ 0.030g/h と，ス
テップ負荷法（合成）及びステップ負荷法（合成短縮）における CO，









表 6-2 NO x 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  0 . 02 9 53 72 16  4  0 .00 7 38 43 04  2 6 .8 6 18 17 53 *   
負荷方法  0 . 00 0 31 62 65  2  0 .00 0 15 81 32  0 .57 5 23 66 5    
誤差  0 . 00 2 19 91 97  8  0 .00 0 27 49   
計  0 . 03 2 05 3  1 4    
＊ P <0.0 1  
 
 
表 6-3 THC 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  0 . 00 2 98  4  0 .00 0 74 5  1 .37 3 33 3    
負荷方法  0 . 00 0 07  2  0 .00 0 03 3  0 .06 0 79 5    
誤差  0 . 00 4 34  8  0 .00 0 54 2   






表 6-4 CO 2 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  1 9 76 0 .5 22 5  4  4 9 40 .13 06 2  6 .98 3 25 9 * *   
負荷方法  1 5 4 .3 64 42 8  2  7 7 .1 8 22 14 2  0 .10 9 10 3    
誤差  5 6 59 .39 87 1  8  7 0 7 .4 24 83 9   
計  2 5 57 4 .2 85 6  1 4    
＊ P <0.0 5  
 
 
表 6-5 PM 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  0 . 02 9 53 72 16  4  0 .00 7 38 43 04  2 6 .8 6 18 17 53 *    
負荷方法  0 . 00 0 31 62 65  2  0 .00 0 15 81 32  0 .57 5 23 66 5    
誤差  0 . 00 2 19 91 97  8  0 .00 0 27 49   
計  0 . 03 2 05 3  1 4    
＊ P <0.0 1  
 
 
表 6-6 CO 排出量の分散分析表 
変動要因  変動  自由度  分散  分散比  
試験区  0 . 07 4 17 3  4  0 .01 8 54 3  0 .72 7 32 9  
負荷方法  0 . 03 4 77 7  2  0 .01 7 38 9  0 .68 2 03 7  
誤差  0 . 20 3 96 1  8  0 .02 5 49 5   




















（ g/h）  
CO 2   
排出量  
（ g/h）  
THC  
排出量  
（ g/h）  
NO x  
排出量  
（ g/h）  
P M 
排出量  
（ g/h）  
P  
再現負荷 法（合成）  7 . 52 1  1 4 18 9 .3  0 .81 2  1 3 6 .1 71  1 .08 0  
ステップ 負荷法（合成）  7 . 19 7  1 4 18 7 .2  0 .82 3  1 3 5 .8 91  1 .09 6  
ステップ 負荷法（合成短縮）  7 . 06 2  1 4 20 0 .2  0 .79 1  1 3 6 .6 11  1 .05 7  
Q 
再現負荷 法（合成）  7 . 17 3  1 4 17 6 .7  0 .82 2  1 3 5 .5 99  0 .95 1  
ステップ 負荷法（合成）  7 . 34 5  1 4 12 5 .9  0 .87 3  1 3 4 .7 36  0 .97 1  
ステップ 負荷法（合成短縮）  7 . 14 5  1 4 16 9 .9  0 .83 7  1 3 5 .0 51  0 .97 2  
R  
再現負荷 法（合成）  7 . 06 2  1 4 10 4 .5  0 .79 7  1 3 4 .7 78  0 .95 7  
ステップ 負荷法（合成）  7 . 06 8  1 4 14 0 .6  0 .81 1  1 3 5 .0 11  0 .96 2  
ステップ 負荷法（合成短縮）  7 . 16 3  1 4 15 3 .6  0 .81 1  1 3 4 .4 70  0 .97 7  
S  
再現負荷 法（合成）  7 . 24 7  1 4 12 1 .2  0 .81 1  1 3 6 .8 54  0 .93 9  
ステップ 負荷法（合成）  6 . 96 9  1 4 14 0 .9  0 .79 0  1 3 6 .8 07  0 .95 6  
ステップ 負荷法（合成短縮）  7 . 31 0  1 4 08 2 .7  0 .84 4  1 3 6 .8 02  0 .98 6  
T  
再現負荷 法（合成）  7 . 10 1  1 4 11 3 .6  0 .82 8  1 3 5 .0 51  1 .00 6  
ステップ 負荷法（合成）  6 . 94 0  1 4 07 2 .3  0 .78 6  1 3 5 .2 48  0 .98 9  



















第 7 章 排出ガス評価法の作成 
 
7.1 緒言 



















機関出力は 13.4～ 24.3kW，機関出力の変動は 6.1～ 13.1kW の違いが
ある。  
また，トラクタの燃料消費量は，出力が同じであれば，機関回転




















平均 ※  
( kW)  
機関出力  
変動範囲 ※  









B  1 3 .9  11 .0～1 8 .1  





D  1 4 .0  1 0 .8～1 9 .1  
E  1 4 .6  1 0 .6～2 0 .0  
F  2 2 .7  1 7 .1～2 5 .7  
普通畑  
（未耕）  
G  1 9 .9  1 5 .7～2 4 .7  
H  2 4 .2  1 9 .0～2 5 .6  
I  2 4 .3  1 9 .2～2 5 .3  
野菜畑  
（未耕）  
J  1 3 .4  1 0 .6～1 8 .5  
K  1 5 .0  1 0 .9～1 9 .6  





M  2 0 .5  1 5 .3～2 5 .0  




（未耕）  O  1 9 .1  1 4 .8～2 4 .8  
※機関回 転速度とこれを用いて 推定した機関トルクよ り算  










に，機関回転速度と機関出力の関係を図 7-3 に示す。図 7-2 におけ
る A 点は定格トルク，C 点は最大トルク，A’，B’及び C’点は異なる
スロットル開度におけるトラクタ機関の無負荷時トルクである。こ






すため，定格トルクである A 点までの A- A’間で変動する。同様に，
調速レバーを B’あるいは C’点にあわせて耕うんすると，耕うん時の
負荷変動に応じて，それぞれ B- B’間あるいは C- C’間で変動する。
























力上限を図 7-2 及び 7-3 における A 点の定格トルク，定格出力とし，

































4.2.2 において，表 2-1 のトラクタの CO，CO2，O2，NOx，THC の
各濃度，黒煙及び PM の捕集量と吸入空気流量，燃料流量から各排
出ガスの排出量を求めた。機関の運転範囲と燃料消費量の関係は図
4-5 に，機関の運転範囲と各排出ガス（CO2，  NOx，THC，CO 及び
PM）の排出量の関係はそれぞれ図 4-6～ 4-10 に，機関の運転範囲と
黒煙の関係は図 4-11 に示すとおりである。また，機関の運転範囲と






において，燃料消費量及び CO2 排出量を少なくできる可能性がある。 






























































※ バ ブ ル 幅 の 差 が ，燃 料 噴 射 量 の 差 を 示 す 。 





いる結果 1 5 )1 6 )7 1 )においても，出力が高くなるほど，排出量が増加す




CO 排出量と PM 排出量，黒煙濃度は，λ が 1 に近づく部分におい
て，機関筒内の O2 が不足することで，急激に増加する。機関トルク
は，燃料噴射量に比例して増加するため，図 7-2 及び図 7-3 の C 点
の最大トルクにおいて燃料噴射量が最大となり，最大トルク付近の
λ が最低となる。そのため多くの機関では，最大トルク位置におけ
る，CO 排出量と PM 排出量，黒煙濃度が最大となるおそれが高くな
る。しかし，最大トルク位置においても， λ が比較的高く，燃焼に
必要な O2 が十分存在している機関では，  CO と PM，黒煙は，ほと
んど排出されない。このため，同出力最低速度位置で CO と PM 排
出量が多く，黒煙が高くなる供試トラクタに搭載されているような
機関の CO，PM 及び黒煙を抑えるためには，同出力最低速度位置に
おける機関トルクから 10～ 20％程度低下させ， λ を高くする必要が
ある。一方，同出力最低速度位置においても燃焼に必要な O2 が十分

































































































PTO 軸を動力計（ (株 )明電舎 FC-R，吸収動力 55kW）に接続した。  
試験は， 7.3.1 に記した負荷を，動力計で PTO 軸に負荷し， PTO
トルク， PTO 回転速度，燃料流量，吸入空気流量，CO， CO2， O2，
NOx，THC の各濃度及び PM の捕集量を測定して行った。  
CO，CO2，O2， NOx，THC の各濃度， PM の捕集量，燃料消費量，
吸入空気流量，PTO トルク及び PTO 回転速度の測定，各排出ガスの
排出量，λ及び機関回転速度の計算は，それぞれ 4.2.1 と同様とした。

























26.7％，CO 排出量はそれぞれ 17.8％， 32.7％，CO2 排出量はそれぞ









































r p m rp m kW kg/h  g /h  g /h  g /h  g /h  g /h  
①  3 0 28  2 8 65  1 3 .5  5 .32  6 .94 3   1 4 66 0 .1   0 .76 4   1 3 6 .5 03   1 .42 9   
②  2 8 80  2 6 93  1 3 .5  5 .00  6 .45 8   1 3 78 1 .4   0 .63 0   1 2 9 .2 30   1 .01 2   
③  2 6 16  2 3 94  1 3 .6  4 .57  5 .70 3   1 2 66 3 .1   0 .48 8   11 9 .11 5   0 .92 1   
④  3 0 26  2 9 03  1 0 .6  4 .80  6 .71 9   1 3 00 5 .7   0 .63 8   1 2 6 .2 98   1 .06 5   
⑤  2 7 74  2 6 43  1 0 .6  4 .32  6 .76 4   11 84 0 .2   0 .67 8   11 6 .0 00   1 .07 1   
⑥  2 4 51  2 2 69  1 0 .6  3 .78  5 .30 4   1 0 37 0 .2   0 .56 4   1 0 8 .5 39   0 .83 1   



































第 8 章 結論 
 
8.1 まとめ 





























第 3 章では，再現負荷法によるトルクの再現性を確認した。15 試
験区で得た様々な大きさや変動をもつ機関トルクを再現負荷法によ









第 4 章では，機関トルクを動力計で安定的に再現でき，PM や CO









プ負荷法により非常に良好に再現できることを明らかにした。   
第 5 章では，様々なほ場で得た機関トルクを，ステップ負荷法，
再現負荷法及び定負荷法により再現して，排出ガスを測定，比較し
た。ステップ負荷法による NOx，THC 及び CO2 の各排出量は，再現
負荷法及び定負荷法と差がなかった。一方，再現負荷法及び定負荷
法と比べ，ステップ負荷法による各濃度の最大値は高く，最小値は












































































































































We can not know the actual  condit ion of tractor emission gas by the 
present test  methods for emission gas  regulation, because these methods 
are for a special  motor vehicle including construction machineries.  
There is  no report  that  solves this issue throughout domestic and 
international researchs.  
For this reason, we s tudied the techniques for evaluating and measuring 
an emission gas to reflect  the actual  load engaged in rotary t i l lage that  is  
a common agricultural  task in Japan.  
At first ,  to investigate the accuracy of our model for  emission gas 
during rotary t i l lage in the field,  we appl ied loads to the PTO shaft  of a 
tractor using a dynamometer.  Our results  suggest  that  this technique 
accurately models emission gas,  which are closely related to engine 
torque during rotary t i l lage in the field.   
Next,  because i t  was difficult  to model loaded engine torque accurately,  
we proposed the loading method by sort ing and applying the system 
torque components in stepwise fashion. We were able to model t h e  
s t e p w i s e  l o a d i n g  m e t h o d , and then confirmed that  i t  was feasible to 
measure emitted gases using this method. It  was also evident that  the 
load obtained in two or more fields could be combined.  This resulted in 
t ime savings.  Our result  demonstrates that  rotary t i l lage and other 
agricultural  tasks can be represented by the average load.  
 Finally,  we investigated the loading posit ion of engine torque. We 
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applied our emission gas evaluation method in relat ion to t h e  s t e p w i s e  
l o a d i n g  m e t h o d . Using this method, the quanti ty of emitted gases was 
elucidated for every operating range of  the engine.  This made i t  possible 
to express emissions as a function of operation range, together with fuel  
consumption. We are also measuring and accumulating a mass  of  engine 
torque and the gases emitted during various types of work that  may be of  
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